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勤務時間の裁量権（Worktime control, WTC）は働き方および休み方をどのくらい自分で決められるかに特化

した裁量権である．この WTC は労働者の健康やワーク・ライフ・バランスなど，労働生活に有利であるとして

注目されている．今回は半年ごとの追跡調査から，WTC の変化（低→低，低→高，高→低，高→高）と疲労，精

神的不調，睡眠不全，仕事による私生活の支障，仕事に関するポジティブな態度（ワーク・エンゲイジメント）

との関連を検証した．その際，一回目調査時の労働時間の長さを考慮に入れるとともに，日勤者 1,057 名と交代

勤務者 1,091 名とを別々に扱った．日勤者では，週労働 41-50 時間の場合，WTC の増加群は追跡期間中に疲労感

が減少し，ワーク・エンゲイジメントは増加する傾向があった．週労働 51-60 時間の場合，WTC の高値維持群は

追跡期間中に仕事による私生活の支障が減少した．また，この群はほかの群より，疲労感と精神的不調が低く，

ワーク・エンゲイジメントも高かった．一方，交代勤務者では，週労働 1-40 時間の場合，WTC の増加群は追跡

期間中に疲労感と睡眠不全が減少した．WTC の高値維持群はほかの群よりワーク・エンゲイジメントが高かった．

週労働 41-50 時間の場合，WTC の高値維持群は追跡期間中に睡眠不全が減少した．この群と WTC の増加群はと

もに，それ以外の群に比べて，仕事による私生活の支障が少なかった．なお，日勤者，交代勤務者とも，WTC の

減少群または低値維持群では上記とは概して反対の成績が得られた．これらの結果から，週 60 時間を超えるよう

な長時間の労働はその削減が優先されるとしても，WTC の増加または高い維持は長時間労働に伴う健康や労働生

活上の不利益の減少と関連することが示唆された． 
キーワード: 勤務スケジュール，ワーク・ライフ・バランス，労働生活の質． 

 
1 はじめに 

健康で充実した労働生活を送るためには，いくつもの

条件を最適に整えなければならない．労働時間はその筆

頭と言える 1, 2)．物理化学的な労働環境に加えて，仕事

のストレス等に関わる心理社会的な労働環境を良好に保

つことも安全衛生には欠かせない 3, 4)．さらに，ワーク・

ライフ・バランス（仕事と生活の調和）として近年提唱

されているように，仕事と仕事以外の状況の改善は労働

生活全体の質的向上につながることが示されている 5, 6)． 
こうした背景の下，具体的な対策の一つとして注目さ

れているのが勤務時間の裁量権（Worktime control, 
WTC）である 7)．WTC は仕事の裁量権の一要素とされ，

働き方および休み方をどのくらい自分で決められるかに

特化した裁量権である．これまでの研究成果をまとめて

検討した結果によれば，WTC は労働者の健康，ワーク・

ライフ・バランス，その他の労働関連指標に有益である

と指摘されている 8, 9)． 
WTC が労働者にとってなぜ有利になるかは明らかに

なっていない．現在までのところ，仕事から，あるいは

家庭生活等から由来する様々な負荷に対して，WTC が

あれば柔軟かつ適切に対応できるという強みが重要であ

ると考えられている 10)．例えば，労働時間と疾病休業と

の関連を調べた追跡調査では，長時間労働者であっても，

WTC が高い群では低い群に比べて，疾病休業をとらな

いことが示されている 11)．また，長い労働時間によって

生じる仕事と家庭との葛藤についても，WTC が高いと

その葛藤は和らげられることが英国とオランダの横断調

査から報告されている 12, 13)． 
従来の研究は WTC の確保が重要な対策になりうるこ

とを示しているものの，いくつかの限界を抱えている．

まず，研究の大半は横断調査である．WTC とその評価

指標を一時点で同時に測定するため，両者の因果関係を

解釈しにくい．次に，評価指標は単一であることが多い．

そのせいで，同じサンプルで他の指標に対する影響は分

からない．さらに，追跡調査であっても，ある時点（例

えば，初回調査）における WTC のレベルから，その後

の指標を予測することが通例になっている．WTC は時

間経過に伴って変わることはありえる．実際，初回は低

かった WTC が 1 年間後に増加した群では，疲労感や不

眠は二時点とも WTC の高かった群と同じ程度にまで改

善することが明らかになっている 14)．もっとも，1 年間

という追跡期間が妥当であったかどうかは解決されてい

ない．最後に，働き方が大きく異なるにもかかわらず，

日勤者と交代勤務者を同時に，または前者のみを対象に

している例が多い． 
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以上に基づいて，今回は 1 年より短い間隔（半年）に

よる追跡調査から，WTC の変化と疲労，精神的不調，

睡眠，仕事と私生活，仕事に関するポジティブな態度（ワ

ーク・エンゲイジメント）との関連を検証した．その際，

労働時間の長さを考慮に入れるとともに，日勤者と交代

勤務者とを別々に扱った．従来の知見に従うと，次の仮

説が考えられた：①WTC の望ましい変化（増加）また

は常に高値は長時間労働に伴う影響の緩和と関連する；

逆に，WTC の望ましくない変化（減少）または常に低

値は長時間労働に伴う影響の増大と関連する．②有意な

関連の観察される時点は指標によって変わる．③日勤者

と交代勤務者では，上記の関連の現れ方が異なる． 
 

2 方法 
1) 調査参加者 

製造業の某事業所に勤務する従業員約 2,700 名に対し

て，およそ半年ごとに三回の質問紙調査を行った（回収

率 83～87％）．参加者はほぼ全員（99%以上）が正社員

であった．対象者個人からは調査参加のインフォーム

ド・コンセントを書面で得た．本調査は労働安全衛生総

合研究所研究倫理審査委員会の承認を得て実施した． 
 
2) 対象 
追跡期間において固定勤務（9：00～17：30）または

フレックスタイム制等（99％はフレックスタイム制，残

りは変形労働時間制と裁量労働制）で働いた日勤の従業

員のうち，全三回の調査に参加した者（770 名），また，

いずれか二回の調査に参加した者（287 名：1 回目と 2
回目 123 名，1 回目と 3 回目 53 名，2 回目と 3 回目 111
名）を対象にした（合計 1,057 名）． 

追跡期間中に交代勤務で働いた従業員のうち，全三回

の調査に参加した者（850 名），また，いずれか二回の調

査に参加した者（241 名：1 回目と 2 回目 75 名，1 回目

と 3 回目 44 名，2 回目と 3 回目 122 名）を対象にした

（合計 1,091 名）．交代勤務スケジュールは各直 4 日間

からなる逆循環の三交代制であった（日勤 7:00～15:00，
夕勤 15:00～22:15，夜勤 22:15～7:00）． 
 
3) 調査項目 

WTC は労働時間と休暇のとり方を自分で決められる

程度として，次の 5 つの質問から評価した 15)：①一日の

労働時間の長さ，②始業と終業の時刻，③勤務中に休憩

をとること，④長期休暇や有給休暇のスケジュールを立

てること，⑤介護や育児などにより休業すること．選択

肢は「1=ほとんどできない～5=非常にできる」であった． 
一回目調査の WTC 得点の中央値を用いて，一回目か

ら三回目調査までの WTC 得点を高低二群に分けた．全

三回の参加者は初回から三回目への WTC の変化に基づ

いて，また，いずれか二回の参加者は初回から次回への

変化に基づいて四群に分類した．今回は両群とも，いず

れか二回の参加者が約 25％であった．このサンプルを最

大限に活用するため，全三回の参加者を含めて，初回か

ら最終回への変化にもとづいて分類した． 
その結果，日勤群では低→低（345 名），低→高（147

名），高→低（132 名），高→高（389 名），また交代勤務

群では低→低（366 名），低→高（167 名），高→低（131
名），高→高（364 名）となった． 
疲労感は労働者の疲労蓄積度チェックリストを用いて

測定した（13 項目，例，”物事に集中できない”，過去 1
ヶ月間に 0=ほとんどない，1=時々ある，2=よくある）

16)． 
精神的不調は K6 によって測定した（6 項目，例，”神

経過敏に感じましたか”，過去 30 日間に 0=全くない～4=
いつも）17, 18)． 
睡眠はピッツバーグ睡眠質問票日本語版によって測定

した（18 項目）19)．過去 1 ヶ月間における睡眠の質や日

中覚醒困難など 7 つの下位尺度の合計を睡眠総合得点と

して算出した．この値は高いほど睡眠不全を表す． 
仕事による私生活の支障は Demerouti らの尺度を用

いて測定した（2 項目，例，”仕事のことを考えているた

め自分の生活を充実させられない”，1=ちがう～4=そう

だ）20)． 
ワーク・エンゲイジメント（活力にあふれ，仕事に積

極的に関与する心理状態）はユトレヒト・ワーク・エン

ゲイジメント尺度日本語版の短縮版によって測定した

（9 項目，例，”仕事をしていると，活力がみなぎるよう

に感じる”，0=全くない～6=いつも感じる）21)． 
過去 1 ヶ月間における週労働時間は 1-34 時間，35-40

時間，41-50 時間，51-60 時間，61-65 時間，66-70 時間，

71 時間以上から当てはまるものを選択させた．今回は

1-40 時間，41-50 時間，51-60 時間，61 時間以上に区分

した． 
その他，年齢，性別，同居人の有無，職種，職業性ス

トレス要因（量的労働負荷，仕事の裁量権，職場の社会

的支援）22)を測定した． 
 
4) 統計解析 
データは WTC 変化（4 水準），調査時点（3 水準）を

要因する線形混合モデルによって，一回目調査における

週労働時間ごとに解析した．日勤群の共変量は初回調査

における年齢，性別，同居人の有無，職種，勤務形態（固

定日勤か否か），仕事の要求度，仕事の裁量権，職場の社

会的支援とした．交代勤務群の共変量は初回調査におけ

る年齢，同居人の有無，職種，仕事の要求度，仕事の裁

量権，職場の社会的支援とした．事後検定はボンフェロ

ーニ法を用いた． 
 

3 結果 
1) 日勤群 
初回調査時の属性を表 1 にまとめた．低－低群より，

低－高群と高－高群は年齢が高かった．高－高群は同居

人のいる割合が最も高かった．低－低群から高－高群に

かけて，管理職の割合は多く，またフレックス勤務等の

 

 

表 1  WTC 変化ごとの日勤群の属性（初回調査時） 

WTC変化：

n
平均

%
SD

n
平均

%
SD

n
平均

%
SD

n
平均

%
SD P

年齢 40.5 13.0 43.2 13.5 41.2 13.0 45.4 12.1 0.01
性別

男性 330 95.7 141 95.9 127 96.2 364 93.6 0.45
女性 15 4.3 6 4.1 5 3.8 25 6.4

同居人

なし 60 21.1 29 24.6 24 22.6 46 14.4 0.04
あり 225 78.9 89 75.4 82 77.4 274 85.6

職種

管理 38 11.2 17 12.1 20 16.0 90 23.7 0.02
専門・技術・研究 95 28.1 39 27.7 37 29.6 107 28.2
事務 35 10.4 8 5.7 10 8.0 45 11.9
生産・技能 163 48.2 77 54.6 57 45.6 129 34.0
その他 7 2.1 0 0.0 1 0.8 8 2.1

勤務形態
固定勤務 260 75.4 115 78.2 84 63.6 230 59.1 0.01
フレックス等 85 24.6 32 21.8 48 36.4 159 40.9

週労働時間（時間）
1-40 82 24.0 61 41.8 37 28.9 129 33.8 0.02
41-50 191 55.8 61 41.8 70 54.7 184 48.2
51-60 55 16.1 19 13.0 19 14.8 54 14.1
60+ 14 4.1 5 3.4 2 1.6 15 3.9

職業性ストレス要因

量的労働負荷 9.0 2.1 8.5 1.9 8.5 1.9 8.4 2.0 0.01
仕事の裁量権 7.6 1.6 8.2 1.6 8.2 1.5 9.0 1.5 0.01
職場の社会的支援 15.6 3.7 16.2 3.8 16.8 3.7 17.1 3.7 0.01

低－低 低－高 高－低 高－高

 
 
割合も多かった．週労働時間 51 時間以上の割合は群

間でほぼ同じようであった．職業性ストレス要因の成績

は低－低群から高－高群にかけて良好であった． 
共変量の組み込み方によって統計結果がどのように

変わるかを把握するために，3 つのモデルを検証した

（表 2）．  
いずれの指標をみても，WTC 変化の主効果，WTC

変化と調査時点の交互作用の統計的有意性はどのモデ

ルでもほぼ保たれることが判明した． 
WTC 変化に伴う各指標の変動を週労働時間ごとに解

析した結果を図 1 に示した．週労働 40 時間までの場合，

低－高群の疲労感は減少するようにみえたが，高－高群

を除いて WTC 変化の有意な影響は認められなかった．

週労働 41-50 時間では，全ての指標について WTC 変化

と調査時点の交互作用が有意または有意傾向であった．

低－高群の疲労感は一回目から三回目にかけて減少し，

ワーク・エンゲイジメントは増加する傾向があった． 
低－低群の精神的不調は一回目から二回目にかけて

増加した．高－低群では睡眠総合得点と仕事による私生

活の支障が一回目から三回目にかけて増加した． 
週労働 51-60 時間では，高－高群がほかの群に比べて，

疲労感および精神的不調は低く，ワーク・エンゲイジメ

ントは高かった．さらに，一回目から三回目にかけて，

仕事による私生活の支障は少なくなった．なお，週労働

61 時間以上ではなんら有意な影響は認められなかった． 

2) 交代勤務群 
初回調査時の属性を表 3 にまとめた．低－低群はほか

の群より年齢が高く，同居人のいる割合も多かった．高

－高群は同居人のいる割合が最も高かった．職種はどの

群も 80%以上は生産・技能であったが，低－低群では

専門・技術・研究がやや少なかった．また，週労働時間

も長かった．職業性ストレス要因の成績は低－低群から

高－高群にかけて良好であった． 
共変量の組み込み方による統計結果への影響を 3 つ

のモデルを検証した（表 4）．いずれの指標も，WTC 変

化の主効果，WTC 変化と調査時点の交互作用に関する

統計的有意性はモデルに関わらず一貫していた． 
WTC 変化に伴う各指標の変動を週労働時間ごとに解

析した結果を図 2 に示した．週労働 1-40 時間では，ワ

ーク・エンゲイジメントを除いて，WTC 変化と調査時

点の交互作用が有意または有意傾向であった．低－高群

は一回目から二回目にかけて疲労感と睡眠総合得点が

減少した．それに対して，高－低群は一回目から三回目

にかけて精神的不調および仕事による私生活の支障が

増加した．高－高群のワーク・エンゲイジメントは統計

的にはほかの群より高かったけれども，低－高群の値も

ほぼ同様であった． 
週労働 41-50 時間では，高－高群の睡眠総合得点が一

回目から二回目にかけて減少した．そのレベルは低－高

群とほぼ同じであった．低－低群の睡眠総合得点は二回

労働安全衛生総合研究所特別研究報告　JNIOSH-SRR-NO.43(2013）
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以上に基づいて，今回は 1 年より短い間隔（半年）に

よる追跡調査から，WTC の変化と疲労，精神的不調，

睡眠，仕事と私生活，仕事に関するポジティブな態度（ワ

ーク・エンゲイジメント）との関連を検証した．その際，

労働時間の長さを考慮に入れるとともに，日勤者と交代

勤務者とを別々に扱った．従来の知見に従うと，次の仮

説が考えられた：①WTC の望ましい変化（増加）また

は常に高値は長時間労働に伴う影響の緩和と関連する；

逆に，WTC の望ましくない変化（減少）または常に低

値は長時間労働に伴う影響の増大と関連する．②有意な

関連の観察される時点は指標によって変わる．③日勤者

と交代勤務者では，上記の関連の現れ方が異なる． 
 

2 方法 
1) 調査参加者 

製造業の某事業所に勤務する従業員約 2,700 名に対し

て，およそ半年ごとに三回の質問紙調査を行った（回収

率 83～87％）．参加者はほぼ全員（99%以上）が正社員

であった．対象者個人からは調査参加のインフォーム

ド・コンセントを書面で得た．本調査は労働安全衛生総

合研究所研究倫理審査委員会の承認を得て実施した． 
 
2) 対象 
追跡期間において固定勤務（9：00～17：30）または

フレックスタイム制等（99％はフレックスタイム制，残

りは変形労働時間制と裁量労働制）で働いた日勤の従業

員のうち，全三回の調査に参加した者（770 名），また，

いずれか二回の調査に参加した者（287 名：1 回目と 2
回目 123 名，1 回目と 3 回目 53 名，2 回目と 3 回目 111
名）を対象にした（合計 1,057 名）． 

追跡期間中に交代勤務で働いた従業員のうち，全三回

の調査に参加した者（850 名），また，いずれか二回の調

査に参加した者（241 名：1 回目と 2 回目 75 名，1 回目

と 3 回目 44 名，2 回目と 3 回目 122 名）を対象にした

（合計 1,091 名）．交代勤務スケジュールは各直 4 日間

からなる逆循環の三交代制であった（日勤 7:00～15:00，
夕勤 15:00～22:15，夜勤 22:15～7:00）． 
 
3) 調査項目 

WTC は労働時間と休暇のとり方を自分で決められる

程度として，次の 5 つの質問から評価した 15)：①一日の

労働時間の長さ，②始業と終業の時刻，③勤務中に休憩

をとること，④長期休暇や有給休暇のスケジュールを立

てること，⑤介護や育児などにより休業すること．選択

肢は「1=ほとんどできない～5=非常にできる」であった． 
一回目調査の WTC 得点の中央値を用いて，一回目か

ら三回目調査までの WTC 得点を高低二群に分けた．全

三回の参加者は初回から三回目への WTC の変化に基づ

いて，また，いずれか二回の参加者は初回から次回への

変化に基づいて四群に分類した．今回は両群とも，いず

れか二回の参加者が約 25％であった．このサンプルを最

大限に活用するため，全三回の参加者を含めて，初回か

ら最終回への変化にもとづいて分類した． 
その結果，日勤群では低→低（345 名），低→高（147

名），高→低（132 名），高→高（389 名），また交代勤務

群では低→低（366 名），低→高（167 名），高→低（131
名），高→高（364 名）となった． 
疲労感は労働者の疲労蓄積度チェックリストを用いて

測定した（13 項目，例，”物事に集中できない”，過去 1
ヶ月間に 0=ほとんどない，1=時々ある，2=よくある）

16)． 
精神的不調は K6 によって測定した（6 項目，例，”神

経過敏に感じましたか”，過去 30 日間に 0=全くない～4=
いつも）17, 18)． 
睡眠はピッツバーグ睡眠質問票日本語版によって測定

した（18 項目）19)．過去 1 ヶ月間における睡眠の質や日

中覚醒困難など 7 つの下位尺度の合計を睡眠総合得点と

して算出した．この値は高いほど睡眠不全を表す． 
仕事による私生活の支障は Demerouti らの尺度を用

いて測定した（2 項目，例，”仕事のことを考えているた

め自分の生活を充実させられない”，1=ちがう～4=そう

だ）20)． 
ワーク・エンゲイジメント（活力にあふれ，仕事に積

極的に関与する心理状態）はユトレヒト・ワーク・エン

ゲイジメント尺度日本語版の短縮版によって測定した

（9 項目，例，”仕事をしていると，活力がみなぎるよう

に感じる”，0=全くない～6=いつも感じる）21)． 
過去 1 ヶ月間における週労働時間は 1-34 時間，35-40

時間，41-50 時間，51-60 時間，61-65 時間，66-70 時間，

71 時間以上から当てはまるものを選択させた．今回は

1-40 時間，41-50 時間，51-60 時間，61 時間以上に区分

した． 
その他，年齢，性別，同居人の有無，職種，職業性ス

トレス要因（量的労働負荷，仕事の裁量権，職場の社会

的支援）22)を測定した． 
 
4) 統計解析 
データは WTC 変化（4 水準），調査時点（3 水準）を

要因する線形混合モデルによって，一回目調査における

週労働時間ごとに解析した．日勤群の共変量は初回調査

における年齢，性別，同居人の有無，職種，勤務形態（固

定日勤か否か），仕事の要求度，仕事の裁量権，職場の社

会的支援とした．交代勤務群の共変量は初回調査におけ

る年齢，同居人の有無，職種，仕事の要求度，仕事の裁

量権，職場の社会的支援とした．事後検定はボンフェロ

ーニ法を用いた． 
 

3 結果 
1) 日勤群 
初回調査時の属性を表 1 にまとめた．低－低群より，

低－高群と高－高群は年齢が高かった．高－高群は同居

人のいる割合が最も高かった．低－低群から高－高群に

かけて，管理職の割合は多く，またフレックス勤務等の

 

 

表 1  WTC 変化ごとの日勤群の属性（初回調査時） 

WTC変化：

n
平均

%
SD

n
平均

%
SD

n
平均

%
SD

n
平均

%
SD P

年齢 40.5 13.0 43.2 13.5 41.2 13.0 45.4 12.1 0.01
性別

男性 330 95.7 141 95.9 127 96.2 364 93.6 0.45
女性 15 4.3 6 4.1 5 3.8 25 6.4

同居人

なし 60 21.1 29 24.6 24 22.6 46 14.4 0.04
あり 225 78.9 89 75.4 82 77.4 274 85.6

職種

管理 38 11.2 17 12.1 20 16.0 90 23.7 0.02
専門・技術・研究 95 28.1 39 27.7 37 29.6 107 28.2
事務 35 10.4 8 5.7 10 8.0 45 11.9
生産・技能 163 48.2 77 54.6 57 45.6 129 34.0
その他 7 2.1 0 0.0 1 0.8 8 2.1

勤務形態
固定勤務 260 75.4 115 78.2 84 63.6 230 59.1 0.01
フレックス等 85 24.6 32 21.8 48 36.4 159 40.9

週労働時間（時間）
1-40 82 24.0 61 41.8 37 28.9 129 33.8 0.02
41-50 191 55.8 61 41.8 70 54.7 184 48.2
51-60 55 16.1 19 13.0 19 14.8 54 14.1
60+ 14 4.1 5 3.4 2 1.6 15 3.9

職業性ストレス要因

量的労働負荷 9.0 2.1 8.5 1.9 8.5 1.9 8.4 2.0 0.01
仕事の裁量権 7.6 1.6 8.2 1.6 8.2 1.5 9.0 1.5 0.01
職場の社会的支援 15.6 3.7 16.2 3.8 16.8 3.7 17.1 3.7 0.01

低－低 低－高 高－低 高－高

 
 
割合も多かった．週労働時間 51 時間以上の割合は群

間でほぼ同じようであった．職業性ストレス要因の成績

は低－低群から高－高群にかけて良好であった． 
共変量の組み込み方によって統計結果がどのように

変わるかを把握するために，3 つのモデルを検証した

（表 2）．  
いずれの指標をみても，WTC 変化の主効果，WTC

変化と調査時点の交互作用の統計的有意性はどのモデ

ルでもほぼ保たれることが判明した． 
WTC 変化に伴う各指標の変動を週労働時間ごとに解

析した結果を図 1 に示した．週労働 40 時間までの場合，

低－高群の疲労感は減少するようにみえたが，高－高群

を除いて WTC 変化の有意な影響は認められなかった．

週労働 41-50 時間では，全ての指標について WTC 変化

と調査時点の交互作用が有意または有意傾向であった．

低－高群の疲労感は一回目から三回目にかけて減少し，

ワーク・エンゲイジメントは増加する傾向があった． 
低－低群の精神的不調は一回目から二回目にかけて

増加した．高－低群では睡眠総合得点と仕事による私生

活の支障が一回目から三回目にかけて増加した． 
週労働 51-60 時間では，高－高群がほかの群に比べて，

疲労感および精神的不調は低く，ワーク・エンゲイジメ

ントは高かった．さらに，一回目から三回目にかけて，

仕事による私生活の支障は少なくなった．なお，週労働

61 時間以上ではなんら有意な影響は認められなかった． 

2) 交代勤務群 
初回調査時の属性を表 3 にまとめた．低－低群はほか

の群より年齢が高く，同居人のいる割合も多かった．高

－高群は同居人のいる割合が最も高かった．職種はどの

群も 80%以上は生産・技能であったが，低－低群では

専門・技術・研究がやや少なかった．また，週労働時間

も長かった．職業性ストレス要因の成績は低－低群から

高－高群にかけて良好であった． 
共変量の組み込み方による統計結果への影響を 3 つ

のモデルを検証した（表 4）．いずれの指標も，WTC 変

化の主効果，WTC 変化と調査時点の交互作用に関する

統計的有意性はモデルに関わらず一貫していた． 
WTC 変化に伴う各指標の変動を週労働時間ごとに解

析した結果を図 2 に示した．週労働 1-40 時間では，ワ

ーク・エンゲイジメントを除いて，WTC 変化と調査時

点の交互作用が有意または有意傾向であった．低－高群

は一回目から二回目にかけて疲労感と睡眠総合得点が

減少した．それに対して，高－低群は一回目から三回目

にかけて精神的不調および仕事による私生活の支障が

増加した．高－高群のワーク・エンゲイジメントは統計

的にはほかの群より高かったけれども，低－高群の値も

ほぼ同様であった． 
週労働 41-50 時間では，高－高群の睡眠総合得点が一

回目から二回目にかけて減少した．そのレベルは低－高

群とほぼ同じであった．低－低群の睡眠総合得点は二回

勤務時間の裁量権と健康および労働関連指標に関する追跡調査
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目にいったん減少したものの，三回目に戻った．高－高

群および低－高群の仕事による私生活の支障はほかの

群より低く，またワーク・エンゲイジメントは高く維持 

される傾向があった．なお，週労働 51 時間以上の場合，

WTC 変化に関わる統計的に有意な結果は得られなかっ

た． 
 

 
表 2  日勤群の各指標に対する WTC 変化と調査時点の主効果，および両者の交互作用の統計的有意性（P 値）

疲労感 仕事による私生活の支障

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+ 週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 モデル 1
WTC 変化 ns <0.001 <0.01 ns WTC 変化 <0.01 <0.001 <0.01 <0.05
Time 0.09 <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T ns 0.07 ns ns W × T ns 0.06 0.09 ns
モデル 2 モデル 2
WTC 変化 ns <0.001 <0.01 ns WTC 変化 <0.01 <0.001 <0.001 ns
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.06 0.06 ns ns W × T 0.10 <0.05 0.09 ns
モデル 3 モデル 3
WTC 変化 ns 0.11 <0.05 ns WTC 変化 ns <0.001 0.05 ns
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.07 <0.05 ns ns W × T 0.10 <0.05 0.09 ns

精神的不調 ワーク・エンゲイジメント

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+ 週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 モデル 1
WTC 変化 <0.05 <0.01 <0.01 ns WTC 変化 ns <0.001 <0.001 ns
Time ns ns 0.09 ns Time ns ns ns ns
W × T ns ns ns ns W × T ns 0.06 ns ns
モデル 2 モデル 2
WTC 変化 0.10 <0.001 <0.01 ns WTC 変化 ns <0.001 <0.001 ns
Time ns ns 0.10 ns Time ns ns ns ns
W × T ns <0.05 ns ns W × T ns 0.09 ns ns
モデル 3 モデル 3
WTC 変化 ns ns <0.05 ns WTC 変化 ns ns <0.05 ns
Time ns ns ns ns Time ns ns ns ns
W × T ns <0.05 ns ns W × T ns 0.10 ns ns

睡眠総合得点

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 Time：調査時点

WTC 変化 ns ns 0.08 ns W×T：WTC変化と調査時点の交互作用

Time 0.10 ns ns ns
W × T ns 0.06 ns ns モデル 1：年齢，性別，同居人の有無を調整

モデル 2 モデル 2：モデル 1 + 職種，勤務形態を調整

WTC 変化 ns 0.07 ns ns モデル 3：モデル 2 + 量的労働負荷，仕事の裁量権，

Time ns ns ns ns 　　　　　　職場の社会的支援を調整

W × T ns <0.05 ns ns
モデル 3
WTC 変化 ns 0.09 ns ns
Time ns ns ns ns
W × T ns <0.05 ns ns  
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図 1  日勤群の追跡期間における WTC 変化に伴う各指標の変動 

追跡期間における WTC 変化：■低－低，◇低－高，△高－低，○高－高．横軸の T1～T3 は調査時点を表す． 
調整：年齢，性別，同居人の有無，職種，勤務形態，量的労働負荷，仕事の裁量権，職場の社会的支援．*有意（P<0.05）． 
 

4 考察 
今回の追跡調査では，WTC の変化と健康および労働

関連指標との関連について労働時間を考慮しながら，日

勤者と交代勤務者それぞれを対象に検証した． 
 

1) 日勤者における WTC の意義 
追跡期間における WTC の変化（低→低，低→高，高

→低，高→高）の影響は所定労働時間内よりむしろ，そ

れを超えてから現れた．よって，労働時間が所定の範囲

内であれば，WTC は必ずしも作用しないのかもしれな

い．それに対して，長時間労働という状況では WTC の

増加または常に高値は疲労感の減少，精神的不調の減少，

仕事による私生活の支障の減少，ワーク・エンゲイジメ

ントの増加と関連した．きわめて対照的に，WTC の減

少または常に低値は精神的不調の増加，睡眠総合得点の

増加，仕事による私生活の支障の増加と関連した．これ

らの結果は我々の仮説を支持し，長時間労働の負担緩和

に WTC が効果をもつことを示している． 
 

1-40 時間 41-50 時 51-60 時 61 時間以上 
疲労感 

精神的不調 

睡眠総合得点 

仕事による 
私生活の支障 

ワーク・ 
エンゲイジメント 

○T1>T2*, ◇T1>T3* 

■,◇,△>○* 

■T1<T2* ■<△*, ○<◇,△

△T1<T3* 

△T1<T3* ○T1>T3* 

■,◇,△<○* 

労働安全衛生総合研究所特別研究報告　JNIOSH-SRR-NO.43(2013）
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目にいったん減少したものの，三回目に戻った．高－高

群および低－高群の仕事による私生活の支障はほかの

群より低く，またワーク・エンゲイジメントは高く維持 

される傾向があった．なお，週労働 51 時間以上の場合，

WTC 変化に関わる統計的に有意な結果は得られなかっ

た． 
 

 
表 2  日勤群の各指標に対する WTC 変化と調査時点の主効果，および両者の交互作用の統計的有意性（P 値）

疲労感 仕事による私生活の支障

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+ 週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 モデル 1
WTC 変化 ns <0.001 <0.01 ns WTC 変化 <0.01 <0.001 <0.01 <0.05
Time 0.09 <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T ns 0.07 ns ns W × T ns 0.06 0.09 ns
モデル 2 モデル 2
WTC 変化 ns <0.001 <0.01 ns WTC 変化 <0.01 <0.001 <0.001 ns
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.06 0.06 ns ns W × T 0.10 <0.05 0.09 ns
モデル 3 モデル 3
WTC 変化 ns 0.11 <0.05 ns WTC 変化 ns <0.001 0.05 ns
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.07 <0.05 ns ns W × T 0.10 <0.05 0.09 ns

精神的不調 ワーク・エンゲイジメント

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+ 週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 モデル 1
WTC 変化 <0.05 <0.01 <0.01 ns WTC 変化 ns <0.001 <0.001 ns
Time ns ns 0.09 ns Time ns ns ns ns
W × T ns ns ns ns W × T ns 0.06 ns ns
モデル 2 モデル 2
WTC 変化 0.10 <0.001 <0.01 ns WTC 変化 ns <0.001 <0.001 ns
Time ns ns 0.10 ns Time ns ns ns ns
W × T ns <0.05 ns ns W × T ns 0.09 ns ns
モデル 3 モデル 3
WTC 変化 ns ns <0.05 ns WTC 変化 ns ns <0.05 ns
Time ns ns ns ns Time ns ns ns ns
W × T ns <0.05 ns ns W × T ns 0.10 ns ns

睡眠総合得点

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 Time：調査時点

WTC 変化 ns ns 0.08 ns W×T：WTC変化と調査時点の交互作用

Time 0.10 ns ns ns
W × T ns 0.06 ns ns モデル 1：年齢，性別，同居人の有無を調整

モデル 2 モデル 2：モデル 1 + 職種，勤務形態を調整

WTC 変化 ns 0.07 ns ns モデル 3：モデル 2 + 量的労働負荷，仕事の裁量権，

Time ns ns ns ns 　　　　　　職場の社会的支援を調整

W × T ns <0.05 ns ns
モデル 3
WTC 変化 ns 0.09 ns ns
Time ns ns ns ns
W × T ns <0.05 ns ns  
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図 1  日勤群の追跡期間における WTC 変化に伴う各指標の変動 

追跡期間における WTC 変化：■低－低，◇低－高，△高－低，○高－高．横軸の T1～T3 は調査時点を表す． 
調整：年齢，性別，同居人の有無，職種，勤務形態，量的労働負荷，仕事の裁量権，職場の社会的支援．*有意（P<0.05）． 
 

4 考察 
今回の追跡調査では，WTC の変化と健康および労働

関連指標との関連について労働時間を考慮しながら，日

勤者と交代勤務者それぞれを対象に検証した． 
 

1) 日勤者における WTC の意義 
追跡期間における WTC の変化（低→低，低→高，高

→低，高→高）の影響は所定労働時間内よりむしろ，そ

れを超えてから現れた．よって，労働時間が所定の範囲

内であれば，WTC は必ずしも作用しないのかもしれな

い．それに対して，長時間労働という状況では WTC の

増加または常に高値は疲労感の減少，精神的不調の減少，

仕事による私生活の支障の減少，ワーク・エンゲイジメ

ントの増加と関連した．きわめて対照的に，WTC の減

少または常に低値は精神的不調の増加，睡眠総合得点の

増加，仕事による私生活の支障の増加と関連した．これ

らの結果は我々の仮説を支持し，長時間労働の負担緩和

に WTC が効果をもつことを示している． 
 

1-40 時間 41-50 時 51-60 時 61 時間以上 
疲労感 

精神的不調 

睡眠総合得点 

仕事による 
私生活の支障 

ワーク・ 
エンゲイジメント 

○T1>T2*, ◇T1>T3* 
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■T1<T2* ■<△*, ○<◇,△
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△T1<T3* ○T1>T3* 

■,◇,△<○* 
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表 3  WTC 変化ごとの交代勤務群の属性（初回調査時） 

WTC変化：

n
平均

%
SD

n
平均

%
SD

n
平均

%
SD

n
平均

%
SD P

年齢 40.5 14.0 37.4 13.8 37.5 14.8 37.6 15.3 0.02
性別

男性 364 99.5 167 100.0 129 98.5 360 98.9 0.35
女性 2 0.5 0 0.0 2 1.5 4 1.1

同居人

なし 58 20.7 42 33.6 37 35.2 106 38.0 0.01
あり 222 79.3 83 66.4 68 64.8 173 62.0

職種

管理 4 1.1 2 1.2 1 0.8 5 1.4 0.03
専門・技術・研究 46 12.8 19 11.7 20 15.6 64 18.0
運輸 0 0.0 2 1.2 0 0.0 0 0.0
生産・技能 302 83.9 139 85.8 107 83.6 285 80.1
その他 8 2.2 0 0.0 0 0.0 2 0.6

週労働時間（時間）
1-40 116 32.5 62 37.8 45 35.7 134 37.7 0.02
41-50 160 44.8 82 50.0 68 54.0 160 45.1
51-60 65 18.2 20 12.2 11 8.7 51 14.4
60+ 16 4.5 0 0.0 2 1.6 10 2.8

職業性ストレス要因

量的労働負荷 8.6 1.9 8.4 2.1 8.2 2.1 7.9 1.9 0.01
仕事の裁量権 6.2 1.9 7.0 1.7 7.2 1.9 7.8 1.7 0.01
職場の社会的支援 14.4 3.6 15.4 3.8 15.8 3.9 16.5 3.9 0.01

低－低 低－高 高－低 高－高

 

 
今回の知見は長時間労働における WTC と健康とワー

ク・ライフ・バランスに関する従来の研究結果と基本的

には一致している 11-13)．とはいえ，高い WTC のみなら

ず，週労働 41-50 時間のデータにみられるように，WTC
の増加に伴って疲労感は有意に減少し，ワーク・エンゲ

イジメントは増加傾向であったという結果は，WTC が

望ましい方向に変化することの重要な意義を表している． 
本調査において週労働時間が 60 時間以上では，WTC

に関わる有意な影響は認められなかった．この労働時間

区分に含まれる対象者数は 36 名と非常に少なかったこ

とが大きな理由と考えられる． 
WTC 変化に伴って有意な影響の現れた時点に着目す

ると，5 指標のうち 4 つは三回目の調査時（T3），つま

り一年後であった．ただし，精神的不調については WTC
が常に低い群で二回目の調査時（T2），つまり半年後に

有意に増加した．我々の過去の追跡調査でも WTC が常

に低い群で抑うつの高いことは見出していたが 14)，調査

間隔が 1 年であったために，今回のような変動は確かめ

られなかった．もし WTC の変化がより早いうちに精神

健康に現れるのであれば，WTC の変化に基づいて，よ

り早期の予防的取り組みが可能になるかもしれない． 
 

2) 交代勤務者における WTC の意義 
WTC の変化に伴う有意な影響は所定労働時間内から

認められた．WTC の増加は疲労感の低下と睡眠総合得

点の減少に関連した．一方，WTC の減少は精神的不調

の増加と仕事による私生活の支障の増加と関連した．

WTC 変化の主効果が有意であったワーク・エンゲイジ

メントは WTC の常に高い群また WTC の増加群で高か

った． 
今回のデータから，交代勤務はそもそも過酷な働き方

であるため 23)，通常の労働時間であっても WTC の望ま

しい効果は現れやすいと予想される．言い換えるならば，

交代勤務に長時間労働が重なると，WTC の作用はあま

り期待できないように思われる．この見解は交代勤務者

における WTC と疾病休業に関する追跡研究の知見と一

貫している 11)． 
実際，本研究では労働時間の長い場合，WTC の変化

に関わる有意な影響は週労働 41-50 時間における二つの

指標だけしか現れなかった．WTC の常に高値は睡眠総

合得点の減少と関連した．WTC の増加群または常に高

値群は仕事による私生活の支障が低く，さらにワーク・

エンゲイジメントは高く保たれるようであった．このよ

うな WTC の利点は，交代勤務で働く介護職において

WTC が高いと精神健康は高く維持されるという知見と

一致している 24)． 
WTC 変化に伴う有意な影響が認められる時点という

観点では，疲労感や睡眠総合得点について二回目の調査

時（T2），つまり半年後であったことは興味深い．交代

勤務者にとって，疲労の低減と良好な睡眠の確保はきわ

めて重要な課題である 25)．適正な WTC がそのような健

康状態と関連するのであれば，交代勤務対策としてWTC
はより重視する必要があると言える． 

 

 
 

 

  
表 4  交代勤務群の各指標に対する WTC 変化と調査時点の主効果，および両者の交互作用の統計的有意性（P 値） 

疲労感 仕事による私生活の支障

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+ 週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 モデル 1
WTC 変化 <0.001 <0.01 ns 0.10 WTC 変化 <0.001 <0.001 <0.05 <0.01
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.10 ns ns ns W × T <0.05 ns ns ns
モデル 2 モデル 2
WTC 変化 <0.001 <0.01 ns 0.10 WTC 変化 <0.001 <0.001 <0.001 <0.01
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.07 ns ns ns W × T <0.05 ns ns ns
モデル 3 モデル 3
WTC 変化 0.06 ns ns ns WTC 変化 ns <0.001 ns ns
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.05 ns ns ns W × T <0.05 ns ns ns

精神的不調 ワーク・エンゲイジメント

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+ 週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 モデル 1
WTC 変化 <0.01 <0.01 ns 0.07 WTC 変化 <0.001 <0.01 <0.05 ns
Time <0.05 ns ns ns Time ns ns ns ns
W × T <0.05 ns ns ns W × T ns ns ns ns
モデル 2 モデル 2
WTC 変化 <0.01 <0.01 ns ns WTC 変化 <0.001 <0.01 0.05 ns
Time <0.05 ns ns ns Time ns ns ns ns
W × T <0.05 ns ns ns W × T ns ns ns ns
モデル 3 モデル 3
WTC 変化 ns ns ns ns WTC 変化 <0.05 0.06 ns ns
Time <0.05 ns ns ns Time ns ns ns ns
W × T <0.05 ns ns ns W × T ns ns ns ns

睡眠総合得点

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 Time：調査時点

WTC 変化 0.07 <0.05 ns ns W×T：WTC変化と調査時点の交互作用

Time ns <0.05 ns <0.05
W × T ns <0.01 ns ns モデル 1：年齢，同居人の有無を調整

モデル 2 モデル 2：モデル 1 + 職種を調整

WTC 変化 <0.05 <0.05 ns ns モデル 3：モデル 2 + 量的労働負荷，仕事の裁量権，

Time ns <0.05 ns <0.05 　　　　　　職場の社会的支援を調整

W × T 0.08 <0.01 ns ns
モデル 3
WTC 変化 ns ns ns ns
Time ns <0.05 ns <0.05
W × T 0.09 <0.01 ns ns  
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表 3  WTC 変化ごとの交代勤務群の属性（初回調査時） 

WTC変化：

n
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%
SD

n
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SD

n
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SD

n
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%
SD P

年齢 40.5 14.0 37.4 13.8 37.5 14.8 37.6 15.3 0.02
性別

男性 364 99.5 167 100.0 129 98.5 360 98.9 0.35
女性 2 0.5 0 0.0 2 1.5 4 1.1

同居人

なし 58 20.7 42 33.6 37 35.2 106 38.0 0.01
あり 222 79.3 83 66.4 68 64.8 173 62.0

職種

管理 4 1.1 2 1.2 1 0.8 5 1.4 0.03
専門・技術・研究 46 12.8 19 11.7 20 15.6 64 18.0
運輸 0 0.0 2 1.2 0 0.0 0 0.0
生産・技能 302 83.9 139 85.8 107 83.6 285 80.1
その他 8 2.2 0 0.0 0 0.0 2 0.6

週労働時間（時間）
1-40 116 32.5 62 37.8 45 35.7 134 37.7 0.02
41-50 160 44.8 82 50.0 68 54.0 160 45.1
51-60 65 18.2 20 12.2 11 8.7 51 14.4
60+ 16 4.5 0 0.0 2 1.6 10 2.8

職業性ストレス要因

量的労働負荷 8.6 1.9 8.4 2.1 8.2 2.1 7.9 1.9 0.01
仕事の裁量権 6.2 1.9 7.0 1.7 7.2 1.9 7.8 1.7 0.01
職場の社会的支援 14.4 3.6 15.4 3.8 15.8 3.9 16.5 3.9 0.01

低－低 低－高 高－低 高－高

 

 
今回の知見は長時間労働における WTC と健康とワー

ク・ライフ・バランスに関する従来の研究結果と基本的

には一致している 11-13)．とはいえ，高い WTC のみなら

ず，週労働 41-50 時間のデータにみられるように，WTC
の増加に伴って疲労感は有意に減少し，ワーク・エンゲ

イジメントは増加傾向であったという結果は，WTC が

望ましい方向に変化することの重要な意義を表している． 
本調査において週労働時間が 60 時間以上では，WTC

に関わる有意な影響は認められなかった．この労働時間

区分に含まれる対象者数は 36 名と非常に少なかったこ

とが大きな理由と考えられる． 
WTC 変化に伴って有意な影響の現れた時点に着目す

ると，5 指標のうち 4 つは三回目の調査時（T3），つま

り一年後であった．ただし，精神的不調については WTC
が常に低い群で二回目の調査時（T2），つまり半年後に

有意に増加した．我々の過去の追跡調査でも WTC が常

に低い群で抑うつの高いことは見出していたが 14)，調査

間隔が 1 年であったために，今回のような変動は確かめ

られなかった．もし WTC の変化がより早いうちに精神

健康に現れるのであれば，WTC の変化に基づいて，よ

り早期の予防的取り組みが可能になるかもしれない． 
 

2) 交代勤務者における WTC の意義 
WTC の変化に伴う有意な影響は所定労働時間内から

認められた．WTC の増加は疲労感の低下と睡眠総合得

点の減少に関連した．一方，WTC の減少は精神的不調

の増加と仕事による私生活の支障の増加と関連した．

WTC 変化の主効果が有意であったワーク・エンゲイジ

メントは WTC の常に高い群また WTC の増加群で高か

った． 
今回のデータから，交代勤務はそもそも過酷な働き方

であるため 23)，通常の労働時間であっても WTC の望ま

しい効果は現れやすいと予想される．言い換えるならば，

交代勤務に長時間労働が重なると，WTC の作用はあま

り期待できないように思われる．この見解は交代勤務者

における WTC と疾病休業に関する追跡研究の知見と一

貫している 11)． 
実際，本研究では労働時間の長い場合，WTC の変化

に関わる有意な影響は週労働 41-50 時間における二つの

指標だけしか現れなかった．WTC の常に高値は睡眠総

合得点の減少と関連した．WTC の増加群または常に高

値群は仕事による私生活の支障が低く，さらにワーク・

エンゲイジメントは高く保たれるようであった．このよ

うな WTC の利点は，交代勤務で働く介護職において

WTC が高いと精神健康は高く維持されるという知見と

一致している 24)． 
WTC 変化に伴う有意な影響が認められる時点という

観点では，疲労感や睡眠総合得点について二回目の調査

時（T2），つまり半年後であったことは興味深い．交代

勤務者にとって，疲労の低減と良好な睡眠の確保はきわ

めて重要な課題である 25)．適正な WTC がそのような健

康状態と関連するのであれば，交代勤務対策としてWTC
はより重視する必要があると言える． 

 

 
 

 

  
表 4  交代勤務群の各指標に対する WTC 変化と調査時点の主効果，および両者の交互作用の統計的有意性（P 値） 

疲労感 仕事による私生活の支障

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+ 週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 モデル 1
WTC 変化 <0.001 <0.01 ns 0.10 WTC 変化 <0.001 <0.001 <0.05 <0.01
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.10 ns ns ns W × T <0.05 ns ns ns
モデル 2 モデル 2
WTC 変化 <0.001 <0.01 ns 0.10 WTC 変化 <0.001 <0.001 <0.001 <0.01
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.07 ns ns ns W × T <0.05 ns ns ns
モデル 3 モデル 3
WTC 変化 0.06 ns ns ns WTC 変化 ns <0.001 ns ns
Time ns <0.05 ns ns Time ns ns ns ns
W × T 0.05 ns ns ns W × T <0.05 ns ns ns

精神的不調 ワーク・エンゲイジメント

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+ 週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 モデル 1
WTC 変化 <0.01 <0.01 ns 0.07 WTC 変化 <0.001 <0.01 <0.05 ns
Time <0.05 ns ns ns Time ns ns ns ns
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WTC 変化 <0.01 <0.01 ns ns WTC 変化 <0.001 <0.01 0.05 ns
Time <0.05 ns ns ns Time ns ns ns ns
W × T <0.05 ns ns ns W × T ns ns ns ns
モデル 3 モデル 3
WTC 変化 ns ns ns ns WTC 変化 <0.05 0.06 ns ns
Time <0.05 ns ns ns Time ns ns ns ns
W × T <0.05 ns ns ns W × T ns ns ns ns

睡眠総合得点

週労働時間： 1-40 41-50 51-60 60+

モデル 1 Time：調査時点

WTC 変化 0.07 <0.05 ns ns W×T：WTC変化と調査時点の交互作用

Time ns <0.05 ns <0.05
W × T ns <0.01 ns ns モデル 1：年齢，同居人の有無を調整

モデル 2 モデル 2：モデル 1 + 職種を調整

WTC 変化 <0.05 <0.05 ns ns モデル 3：モデル 2 + 量的労働負荷，仕事の裁量権，

Time ns <0.05 ns <0.05 　　　　　　職場の社会的支援を調整

W × T 0.08 <0.01 ns ns
モデル 3
WTC 変化 ns ns ns ns
Time ns <0.05 ns <0.05
W × T 0.09 <0.01 ns ns  
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3) 全体の考察 
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労働条件ではなく，二またはそれより多い時点にわたる

労働条件の変化を独立変数とする試みは，仕事のストレ

インや社会的支援に関してすでに行われている 4, 26, 27)．

日勤者の WTC については最近の報告がある 14)．こうし

たストラテジーは労働条件というばく露のより正確な評

価につながるばかりではなく，ばく露の増減（悪化・改

善）という点から従属変数を解析できる． 

本調査では週労働時間が日勤者では 61 時間以上，交

代勤務者では 51 時間以上になると，WTC の変化に伴う

有意な影響は見出せなかった．この知見は WTC の意義

の一定の限界を暗示するととらえられるかもしれない．

しかし，過剰に長い労働時間にはその削減を第一選択に

することになる 7)．勤務のタイミングが数日おきに変わ

り，心身に負荷を与える交代勤務では日勤以上に超過勤

務に注意しなければならない 28, 29)．こうした当然の対策

を講じながら WTC を確保すれば，その有益な効果が得
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今回の調査の長所は，半年ごとの追跡調査，その間の

WTC の変化を取り扱ったこと，複数の評価指標，労働

時間の影響を考慮，勤務体制別の解析が挙げられる．そ

の一方で，次のような限界も指摘できる．本調査は一事

業所で行われ，対象者の大半が男性であった．したがっ

て，得られた知見がほかの労働者にどのくらい当てはま

るかはすぐには分からない．とはいえ，上述のとおり，

WTC の変化に関する結果は期待される方向を示してお

り，従来の知見と一貫していることは確かめられている． 
週労働 61 時間のサンプル数が日勤者，交代勤務者と

も 30 名前後（全体の 3%）であったため，高度に長時間

労働の影響は十分に検討できなかった．そのような長時

間労働者において WTC はどのような効果を発揮するか

は検討に値する． 
本調査において WTC が増加または減少した群は日勤

者でそれぞれ 15%と 13％，交代勤務者でそれぞれ 16%
と 13％であった．これらの値は日勤者を対象にした同様

の調査（増減ともに 13%）とほぼ一致している．今回は

なんらの介入を行っていないため，このような変動は自

然なものとしてとらえられる．今回の解析では WTC に

関わるいくつかの要因を共変量として投入した．WTC
の増減あるいは維持の背景は現時点では定かではないが，

その解明のための努力は求められる． 
今回得られた知見に基づくと，労働現場に対しては

WTC を確保することを推奨できる．労働時間の短縮は

達成すべき課題であるし，それに向けてこれまでにもか

なりの尽力が費やされている．であっても，諸事情によ

り，すぐには時短につながるわけではない．それに対し

て，出勤や退勤の時刻，休暇のとる時期などを労働者の

裁量で適宜調整できるようにすることは部署レベルで行

える余地がある．もしそれが可能になれば，至適な WTC
に応じて健康やワーク･ライフ･バランスは改善される可

能性が高いと思われる．本調査のデータのとおり，フレ

ックスタイム制等の有無や職種を調整しても，あるいは

勤務表があらかじめ決められている交代勤務においても，

WTC について一貫した結果が得られている（表 2，4）．
したがって，例えば，管理職であれ部下であれ，日勤者

であれ交代勤務者であれ，WTC に伴う利益を受けられ

ると考えられる． 
労働衛生行政としては，従来からの過重労働対策やメ

ンタルヘルス対策とともに，WTCに対する注目を高め，

改善を推進することの価値を労働現場や関係各所に周知

することが重要となる．そうした取り組みは，健康で働

きやすい労働環境のより有効な整備，生産性の高い職場

の増加，そしてわが国における労働生活の質的向上につ

ながると期待される． 
以上，本調査の結論をまとめると，週 60 時間を超え

るような労働時間の延長はその削減が第一に求められる

にしても，WTC の高い維持または増加は長時間労働に

伴う健康や労働生活上の不利益の減少と関連すると言え

る． 
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